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青梅市人口ビジョンの検証について  

 

１  人口の現状  

(1) 人口動態  

  資料２－２  

(2) 自然動態・社会動態  

 ア  出生・死亡（自然動態）、転入・転出（社会動態）の状況（ P15）  

出生者数と死亡者数の差が広がる傾向は変わらない。  

転入・転出は平成１０年代以降、増減を繰り返す傾向が続いてい

る。  

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

資料２―１ 

出典：青梅市「青梅市の統計」  

（人）  
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イ  合計特殊出生率の推移（ P16）  

  増減を繰り返しているが、直近の数値では東京都とほぼ同じ数値と

なっている。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

多摩における合計特殊出生率の変化  

合計特殊出生率の推移  

出
典
：
東
京
都
「
人
口
動
態
統
計
」 
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ウ  年齢５歳階級別の転入・転出状況（ P17～ 18）  

25～ 39 歳のいわゆる子育て世代の転出超過傾向および、 55 歳以

上の転入超過傾向に変化はありません。  
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平成23年～

平成27年 

平成18年～

平成22年度 

年齢５歳階級別の転入・転出状況  

年齢５歳階級別移動数（転出入の差）の推移【男性】  

出典：総務省「国勢調査」（平成 27 年）  

（人）  

出典：総務省「国勢調査」（平成 27 年）  

（人）  
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 エ  転入状況（ P19）  

   転入前の居住地では東京都が突出して多く、区市町村別では、羽

村市、福生市等の近隣自治体からの転入が多い傾向は変わりありま

せん。  
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平成23年～

平成27年 

平成18年～

平成22年度 

年齢５歳階級別移動数（転出入の差）の推移【女性】  

都道府県別転入者数  

都内区市町村別転入者数  

（人）  

出典：総務省「国勢調査」（平成 27 年）  

出典：総務省「国勢調査」（平成 27 年）  
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オ  転出状況（ P20）  

   転入と同じく東京都が多い傾向があり、区市町村別でも同様に、

近隣自治体へ移動する傾向があります。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

カ  住宅の状況（ P21）  

  空家数・空家率の推移については、直近のデータが発表されていな

いため、参考に「青梅市の統計」から家屋総数のデータを掲載する。 

  家屋総数は平成 25 年以降一貫して増加している。  

平成 25 年  平成 26 年  平成 27 年  平成 28 年  平成 29 年  

47,828 棟  48,005 棟  48,052 棟  48,279 棟  48,438 棟  

出典：青梅市「青梅市の統計」  

 

  

 

 

 

 

都道府県別転出者数  

都内区市町村別転出者数  

出典：総務省「国勢調査」（平成 27 年）  
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２  就業・産業の分析  

(1) 就業の状況  

 ア  市民の就業・通学の状況（ P22）  

市民の就業者数は前回の数値に比べて 1,260 人減少しました。こ

の内、市内の就業者数の割合は全体の 48.0％で前回よりも 0.9 ポイ

ント減少しましたが、ほぼ半数となっています。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

市内就業者数 
28,582人 

65,872 

59,533 

6,339 

就業地・通学地（市内・市外）による就業者数・通学者数  

就業地・通学地（市内・市外）による就業者数・通学者数の割合  

市内就業者数 48.0％ 

（人）  

出典：総務省「国勢調査」（平成 27 年）  

出典：総務省「国勢調査」（平成 27 年）  
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 イ  市民の就業地の分布（ P23）  

近隣自治体やＪＲ青梅線沿線自治体の割合が高く、２３区内では

新宿区、千代田区が多いという傾向に変化はありません。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

市民の就業地の分布  

２３区における市民の就業地の分布  

（人）  

出典：総務省「国勢調査」（平成 27 年）  

（人）  

出典：総務省「国勢調査」（平成 27 年）  
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ウ  市内就業者の居住地の分布（ P24）  

近隣自治体やＪＲ青梅線沿線自治体の割合が高く、特に隣接する埼

玉県からの通勤者が多い傾向に変化はありません。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

市内就業者の居住地の分布  （人）  

出典：総務省「国勢調査」（平成 27 年）  
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エ  産業別就業者数の推移（ P25）  

  平成１７年から平成２２年の減少数に比べ、平成２２年から平成２

７年は減少割合が緩やかになっています。  

国や都と比べ、第２次産業の割合が高い傾向に変化はありません。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

産業別就業者数の推移  

産業別の就業者構成比  

（人）  

出典：総務省「国勢調査」（平成 27 年）  

出典：総務省「国勢調査」（平成 27 年）  
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オ  年齢別就業状況（ P26）  

男性の２０～５０歳代の７割から８割が就業していること、女性の

２０～３０歳代で就業率が減少するいわゆるＭ字カーブの傾向など、

前回と変化はありません。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

６５～６９歳の就業者の中で、製造業と医療・福祉分野での就業者が増

加しています。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５歳階級別の就業率  

６５歳以上の産業別就業者数  

（人）  
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 (2) 産業の状況  

  ア  産業全体の状況（ P27～ P31）  

平成 28 年に実施した国の統計によると、青梅市内の事業所数は

4,504 事業所となっており、同様の前回調査に比べ、 22 事業所の減

となっている。業種では、「卸売業、小売業」が最も多く、次いで

「製造業」、「宿泊業、飲食サービス業」、「建設業」が引き続き多い

傾向にあります。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：平成 28 年経済センサス活動調査（再編加工）  
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青梅市内事業所の全体の従業員数は、47,556 人となっており、同

様の前回調査に比べ、1,411 人の減となっている。前回調査と比べ、

「医療、福祉」が増えており、高齢化の影響がここにも表れている

のがわかる。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：平成 28 年経済センサス活動調査（再編加工）  
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出典：平成 28 年経済センサス活動調査（再編加工）  
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企業等の活動によって生み出される価値を示す付加価値額は約

1,856 億円となり、「製造業」が最も多く、「医療・福祉」、「卸売業・

小売業」、「生活関連サービス業・娯楽業」が続くという構図に、変

化はありません。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

※労働生産性については、前回と比較できるデータが取得できなかったた

め、掲載をしない。  

出典：平成 28 年経済センサス活動調査（再編加工）  
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  イ  農・林・商・工業の状況（ P32～ P33）  

    農家数・経営耕地面積ともに減少傾向は変わらない。  

林業従事者数は減少傾向にあったが、前回調査との比較では、ほ

ぼ横ばいとなっている。  
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出典：農林水産省「農業センサス」  

出典：総務省「国勢調査」（平成 27 年）  
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小売業に関しては、事業所数、従業者数、年間販売額ともに減少

傾向にあったが、近年若干増加している。東部地区において、郊外

型店舗などが進出してきた影響が出てきていると思われる。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

工業については、出荷額が平成 21 年に大幅に減少して以降、増

減を繰り返しながら減少傾向にある。  

事業所数、従行員数は平成 17 年以降緩やかに減少している。     

 

 

 

 

 

 

従業者数（人） 

事業所数（か所） 
年間販売額（億円） 

出典：東京都総務局「商業統計調査報告」  

出典：経済産業省「工業統計調査」  


